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１．第１回協議会における議事と対応等 
第１回協議会  平成２５年５月２３日 
 

■ 交通マスタープランの方向性、基本方針について 

主な議事 対 応 等 
本会議の 
該当資料 

○ バス交通における「利用促進に向け

た取組」について、非常に重要な取

組であるが、基本方針の方向性の中

のどこで考えているのか。（協議会

員） 

○ 交通マスタープランにおける交通体系整

備の方針では、「安全・安心な交通の実現」

のなかで考えており、分野別公共交通計

画、交通需要マネジメントに該当する。 

資料－１ 

P18、P21、

P31 

○ 「誰もが動きやすい交通環境づく

り」のなかで、いわゆる高齢者・交

通弱者・交通不便地域対策としての

政策と、コンパクトな街づくりや中

心市街地対策としての移動性向上政

策は、目的も手段も異なってくるの

で、分けて整理する方がよい。（委員

長会議後意見） 

○ 一方で、環境面からの自動車交通の

抑制施策（TDM、手段転換等）と、コ

ンパクトな街づくりや中心市街地対

策としての移動性向上政策とは、共

通する施策/評価指標もある。このあ

たりの整理が事前にできていると、

交通事業者等と調整しやすい。（委員

長会議後意見） 

○ 高齢者・交通弱者・交通不便地域対策は、

公共交通計画の中で、コンパクトなまちづ

くりや中心市街地対策は、まちづくり交通

計画の中で取りまとめた。 

資料－１ 

P21、P29 

○ 自動車への過度の依存の緩和は重

要であるが、人口減少下では自然に

交通量が減る可能性もある中で、マ

スタープラン/戦略の中でどのよう

な目標、具体施策、評価指標を設定

するかがカギ。（委員長会議後意見） 

○ 平成15年度の交通マスタープランを踏ま

え、施策目標として 15 の指標を設定した。 

 また、都市・地域総合交通戦略の中で、戦

略指標と目標水準を設定した。 

資料－１ 

P18 

P43～51 

P52 

 



■ 土地利用と交通施策について 

主な議事 対 応 等 
本会議の 
該当資料 

○ コンパクトなまちづくりに寄与す

る交通施策の推進と公共交通サービ

スの維持・確保については考え方に

よっては相反すると考える。山間地

域の生活交通の確保は重要ではある

が、コンパクトシティへどのように

誘導していき、公共交通とリンクさ

せながら都市サイドとの連携できる

かの調整が必要である。（協議会員） 

○ コンパクトなまちづくりと公共交通サ

ービスの維持確保は両立していくこと

が重要と捉え、まちづくり交通計画と公

共交通計画の中で取りまとめた。 

資料－１ 

P21、P29 

○ 土地利用計画との関連をどのよう

に考えるかが重要。交通の整備状況

にあわせた土地利用のあり方につい

ても検討してはどうか。（副委員長） 

○ 本計画の中で、交通の整備状況と土地

利用のあり方には踏み込んでいない。た

だし、集約型都市構造の実現と交通は一

体的なものであり、計画・事業を行う上

で重要な視点と捉えている。 

資料－１ 

P11～P15 

 

 

■ 都市交通施策の検討について 

主な議事 対 応 等 
本会議の 
該当資料 

○ 人口減少幅を上回る水準でバス利

用者を維持するのは難しい。その状

況を踏まえた上で目標として設定す

るのであれば、行政からの支援をお

願いしたい。（協議会員） 

○ 鉄道は、前回の方向性の強化として

掲げられているが、交通事業者も入

った中で方向性を出していくという

ことであれば、事業者が納得できる

ようなものにしてほしい。（協議会

員） 

○ 人口減少の中で、公共交通を維持・確保

するためには、官民が連携して、施策展

開の検討を進めることが重要と考えてい

る。 

 

○ 作業部会を通して、交通マスタープラン

では、公共交通と観光振興のための基本

方針を検討し、また、都市・地域総合交

通戦略では、施策として位置づけた。 

（施策事業名：公共交通と観光振興の連 

携強化等）。 

資料－１ 

P45、P51 

 

 

 

資料－１ 

P21、P45 

○ ２市８町それぞれ特色を持った地

域である。各市町の持っている施策

や課題をしっかり検討しながら進め

るべきである。（協議会員） 

○ 県及び２市８町の上位計画における都

市づくりの方向性との整合を図り、交通

政策の方向性を踏まえながら、県西部都

市圏の将来都市像を示した。 

資料－1 

P11～P15 
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主な議事 対 応 等 
本会議の 
該当資料 

○ ２市８町だけではなく、隣に位置す

る富士山をどのように意識するか。

特にこの地域については降灰を含め

た防災対策をどう考えていくかが重

要。（協議会員） 

○ 災害に対する安全・安心の確保を重要な

視点と捉え、交通マスタープランの交通

体系整備の方針の一つとして位置付け、

また、幹線道路網計画における幹線道路

ネットワークの考え方にリダンダンシー

の確保を目指すこととした。 

資料－１ 

P18、P25 

 

○ 交通需要の変化に柔軟に対応して

いくことと道路ネットワークの再構

築はどのように結び付けられるの

か。（協議会員） 

○ 商業施設の問題とネットワークを

結びつけるのは難しい。道路網に余

裕がなければ難しい。局所的な対応

等を含めて検討していくべき。（委員

長） 

○ 道路作業部会の中で、将来交通需要動向

を踏まえた検討を行い、課題解決に必要

で優先的に整備を図る必要がある道路網

を戦略施策に位置付けた。 

○ ボトルネック交差点解消等の局所的な

対応は並行して進めながら、都市圏とし

て必要な道路網の構築を目指すこととし

た。 

資料－１ 

P25～P26 

P43～P46 

戦略施策 

No1～21 

 

資料－１ 

P25、P26 

○ 各方向性の実現に向けては、施策間

の整合、連携がとられたものである

ことが重要。（副委員長） 

○ 道路及び公共交通作業部会で協議を重

ね、交通マスタープラン・都市・地域総

合交通戦略の検討を進めた。 

－ 

○ 今後 20 年後を見据えた中で、高齢

化は非常に大きな課題である。生活

様式や働き方などを考慮し、戦略に

うまくつなげたほうがよい。（協議会

員） 

○ 都市・地域総合交通戦略の中で、高齢者

対応の施策検討をおこない追加した。 

資料－１ 

P45 

戦略施策

4-1 等 

○ 緊急交通路と緊急輸送路は全く別

のものであるので、分けて検討した

ほうがよい。防災面について、当該

圏域の各自治体は防災強化地域指定

がなされている。それを前提に議論

したほうがよい。（協議会員） 

○ 緊急交通路と緊急輸送路の内容につい

ては、用語解説に記載した。また、戦略

指標として、これまで通り、緊急交通路・

緊急輸送路を合わせた整備延長を設定し

た。 

資料－１ 

P52、P61 

○ 選択と集中などの行政コストを踏

まえた施策は、方向性としては重要

だが、実際問題としてどうするのか

難しい。（副委員長） 

○ 関連して、維持管理の効率化やアセ

ットマネジメントの視点も重要。（副

委員長） 

○ 都市・地域総合交通戦略において、指摘

された点を考慮して、戦略施策事業を設

定した。 

 

○ 維持管理の視点については、交通マスタ

ープランの基本的な考え方の中で、「効果

的で効率的な施策の展開」の中で整理し

た。 

資料－１ 

P43～P51 

 

 

資料－１ 

P18 
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２．第２回協議会における議事と対応等 
第２回協議会  平成２５年１２月１９日 
 

■ 県西部都市圏総合都市交通体系マスタープラン骨子（案）について 

主な議事 対 応 等 
本会議の 
該当資料 

○ 現状と問題・課題整理が、日本全国

どこでもあてはまる内容に見える。

環状道路や放射道路が整備されつつ

あるが、既存施設の整備状況や、公

共交通との連携、土地利用等を踏ま

え、共通ビジョンをつくりあげるべ

きではないか。（協議会員） 

○ 県西部都市圏における上位計画等の都

市づくりの方向性との整合を図り、今後

の交通政策の方向性を踏まえ、県西部都

市圏の将来都市像「拠点内・拠点間の連

携を支え、過度に自動車に依存しない交

通体系の実現」の共通ビジョンを描いた。 

資料－１ 

P11～P12 

○ 道路整備の必要がないように見え

る。「選択と集中」の中には道路整備

も含まれるはずである。（協議会員） 

○ 道路整備は重要な施策であり、今後の交

通政策の方向性について、「選択と集中」

の表現を追記した。 

資料－１ 

P5 

○ 「都市圏の将来都市交通像」につい

ては、足柄上地域から南箱道路の繋

がりを入れるべきではないか。（協議

会員） 

○都市圏内連携を図る視点から、重要な指

摘であるため、足柄上地域から箱根地域

の軸を追加した。 

資料－１ 

P12 

○ 小田原中心部の道路走行環境につ

いては、改善することができないの

か。また、できないのであればどの

ように対応するのか。（協議会員） 

○幹線道路網計画の基本方針に、「中心市街

地の道路走行環境にも配慮した道路整備

を推進」していくことを追記した。 

資料－１ 

P25、P26 

○ 西湘バイパスの延伸が追加されて

いるが、この理由を教えていただき

たい。（協議会員） 

○ 関係機関と調整の結果、削除した。 － 

○ 南箱道路や山北スマート IC は、観

光という視点からも必要なのか。（協

議会員） 

○ 南箱道路や山北スマートＩＣは観光の

視点でも重要な施策と捉え、都市・地域

総合交通戦略の戦略施策３－１「観光と

連携した道路網形成」として位置付けた。 

資料－１ 

P45 

○ 南箱道路は愛称なので、正式名称を
記載してほしい。（協議会員） 

○ 概念図には、「南足柄市と箱根町を連絡

する道路（南箱道路）」と修正し、基本的

には、南箱道路と表現した。 

資料－１ 

P26 等 

○ 現状と問題・課題のまとめで、「広
域的な回遊ルート」という視点があ

るが、交通計画分野別基本方針の中

でも、広域的な連携の視点を表現で

きないか。（協議会員） 

○ 広域連携や富士山と県西部都市圏の観

光拠点の連携について、交通マスタープ

ランの概念図に矢印で図示するととも

に、凡例に表示も追加した。 

資料－１ 

P22、P24 

P26、P32 
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主な議事 対 応 等 
本会議の 
該当資料 

○ 県西部都市圏は観光資源が分散し
ている。これらの観光資源を、交通

面から有機的に連携させる考えにつ

いて賛同できる。（協議会員） 
○ 「交通案内・表示」の整備が重要で
ある。広域拠点である小田原駅には、

市や事業者が運営する案内所や案内

施設が点在している。案内の一元化

を図ることについても検討する必要

があるのではないか。戦略において、

施策として検討していただきたい。

（協議会員） 

○ 観光資源間を交通面から有機的に連携

させる施策が重要と捉え、都市・地域総

合交通戦略の戦略施策３－１「観光と連

携した道路網の形成」戦略施策３－２「観

光と連携した鉄道・バス交通の利活用、

交通案内の充実」を位置付けた。 

 

資料－１ 

P45 

 

■ 都市・地域総合交通戦略について 

主な議事 対 応 等 
本会議の 
該当資料 

○ 将来都市交通像の「過度に自動車に

依存しない」とは具体的には何を指

しているかわかりにくい。住民、観

光客のいずれを対象にしているの

か。 

○ 戦略目標水準における「IC アクセ

ス 15 分圏の拡大」については、なぜ

15 分なのか。自動車に依存しないと

いう考えとも矛盾するのではない

か。将来都市像、施策、目標の関係

なども今後の検討の中で明らかにし

ていくべき。（協議会員） 

○ 「過度に自動車に依存しない」は、居住

者や来訪者両方に該当する。都市・地域

総合交通戦略の中でも、戦略目標４「選

択性の高い環境に優しい交通体系の構

築」として、様々な戦略施策を展開する。 

○ 戦略目標水準の設定については、平成

15年度に策定した交通マスタープランに

おける施策目標との整合性を図り、住民

満足度の意向等も参考にしている（15 分

以内で満足度が高い）。都市・地域総合交

通戦略の戦略指標及び戦略目標水準の設

定や考え方については、参考資料－２に

詳述している。 

資料－１ 

P45 等 

 

 

 

資料－１ 

P52 

参考資料

－２ 

P6～P8 

 

○ 交通マスタープランの中では、現状

の表現で十分だが、戦略にはより具

体的な施策や表現が必要である。（協

議会員） 

○ 戦略施策を実施プログラムに位置付け、

交通体系整備の方針との対応、関係主体、

スケジュール、具体的な位置図などを記

載した。 

資料－１ 

P43～P51 
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主な議事 対 応 等 
本会議の 
該当資料 

○ 県西地域では、箱根の慢性渋滞があ

る。しかし、大涌谷線は環境省管轄

の国立公園内のため、道路拡幅がで

きないという話であった。本検討は

国土交通省の管轄である。2省にま

たがっている計画であるが、調整を

図ることはできるのか。（協議会員） 

○ 国立公園内の道路整備は困難である。南

箱道路に関しても、既存の林道の安全性

を高めることで対応している。 

－ 

○ 都市・地域総合交通戦略はすでに

61 都市で策定され、大臣認定が 37

件となっている。半分程度しか認定

を受けていないが、大臣認定はシビ

アに行われるものなのか。また、県

西地域のような都市圏での策定、認

定例はあるのか。認定を受けるため

に必要な要件があるのか。（副委員

長） 

○ 37 都市でしか大臣認定を受けていない

のは、認定申請中の計画もあるからと認

識している。認定が困難なのではなく、

認定までの時間がかかっているものであ

る。県西部都市圏の都市・地域総合交通

戦略の策定は、すでに国と意見交換をし

ており、広域都市圏での戦略であるとい

う認識を持っていただいている。認定要

件についても、国と内容についての意見

交換を行い、調整を図っていく。 

－ 

（以上） 
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３．第３回合同作業部会の議事と対応等 
第３回合同作業部会  平成２６年１月３１日 

 
■ 神奈川県西部都市圏総合交通戦略の方向性について 

□ 戦略施策・事業について 

主な議事 
（第３回合同作業部会資料該当頁） 

対 応 等 
本会議の 
該当資料 

○ 施策 No.41 のバリアフリー化は、主

体に国も追加してほしい。（部会員） 

○ 主体について国も追加した。 

 

資料－１ 

P44 

施策 No.40 

○ 施策 No.45 の周遊券等は、市町と協

力して進めたい。（部会員） 

○ 戦略の施策・事業に組み込んだ。 資料－１ 

P45 

施策 No.59 

○ 施策 No.46 の案内板の一元化につ

いて、観光客のニーズも踏まえ、案

内を充実させるという視点の方がよ

い。（部会員） 

○「総合的な案内・情報の充実」の表現に

修正した。 

資料－１ 

P45 

施策 No.62 

○ 施策 No.58 の乗継運賃割引につい

ては、鉄道事業者は難しい。（部会員） 

○ 基本的には鉄道ではなくバスを中心に

考えている。 

資料－１ 

P45 

施策 No.71 

○施策 No.4 の小田原中井線について

具体的な整備区間を確認したい。 

○ 施策 No.26 の路線バスの改善（橘地

区）は、具体的にどのようなことを

考えているのか。 

 

○ P12 の図面について、中井町からす

ると、隣接する秦野市との結びつき

もあり、秦野市内の道路と連結する

ことで新東名秦野ＩＣ方面へのつな

がりも考えられる。厚木秦野道路と

の接続もある。二宮町と広域行政の

中で、橘ＩＣのあり方を検討してお

り、もう少し広域的、圏域外との連

携を見せてほしい。（以上、部会員） 

○ 資料－１の P46 に示したとおりである。 

 

○ 施策の路線バスの改善（橘地区）につい

ては、小田原市地域公共交通総合連携計

画の中で、橘地区内の路線バスの見直し

を図ることを位置付けている。 

○ 資料－１の施策位置図については、都市

圏外の隣接する主要な幹線道路を図示し

た。 

資料－１ 

P46 

－ 

 

 

 

資料－１ 

P46～P51 

 

○ 施策 No.34 の箱根湯本のターミナ

ル機能について、想定される関係主

体に県に○がついているが、県が何

を行うのか（部会員）。 

○ ターミナル整備後の利用状況調査等の

ソフト施策であるため、施策から削除し

た。 

－ 



－8－ 
 

 
主な議事 

（第３回合同作業部会資料該当頁） 
対 応 等 

本会議の 
該当資料 

○ 施策 No.20 の酒匂永塚線について、

まだ事業検討前段階である。「かなが

わのみちづくり計画」でも事業検討

路線と位置付けている。整備と検討

の使い分けは何か。どちらかという

と整備より計画の位置付けになると

考えている。（部会員） 

○ 施策 No.24 について、県、小田原市両方

を●とし、短期～中期にかけては検討、

中期終わりに事業と位置付けた。 

 

資料－１ 

P43 

※戦略施策

からは削除 

○ 施策 No.8 の小田原環状道路は、「か

ながわみちづくり計画」でも位置付

けのない路線である。この段階で施

策として位置付けた理由は何か。 

 

○ 小田原環状線と東町久野線をセッ

トで進めていきたいという趣旨で理

解してよいか。（以上、部会員） 

○ 小田原環状道路は、市の都市マスタープ

ランや県の道路マスタープラン等に位置

付けのある重要な路線であり、県、市と

もに●とした。 

 

○ 指摘の通りの趣旨である。 

資料－１ 

P43 

※戦略施策

からは削除 

 

－ 

 

○ 主体の中で、（検討中）と（事業主

体検討中）とあるが、これを使い分

けた理由はあるのか。 

○ 施策 No.7 の和田河原開成大井線の

名称は金子開成和田河原線である。

また、県主体で二号橋を整備してい

るところである。県に○がついてい

ないのはなぜか。 

○ 事業主体の中で○と△があるが、△

の意味とは何か。 

○ 施策 No.10 の秦野・中井インター・

平塚アクセス道路については、まだ

具体化していないのではないか。（以

上、部会員） 

○ （検討中）、（事業主体検討中）の表現は、

暫定的に記載したものであり、削除した。 

 

○ 金子開成和田河原線に表現を修正し、主

体には県に●を追加した。 

 

 

 

○ △のあいまいな表現はなくした。 

 

○都市圏外の拠点へのアクセス強化という

視点があるため、関係機関と調整した結

果、施策として追加した。 

資料－１ 

P43～P45 

 

資料－１ 

P43 

施策 No.7 

 

 

－ 

 

資料－１ 

P43 

施策 No.10 

 

○ P13の図の中で観光と銘打っている

のにもかかわらず、箱根に何も施策

がないのは寂しい。（部会員） 

○ 県西部都市圏の特徴である観光につい

て、戦略目標３に「観光拠点内の移動環

境の向上による交流・活力の促進」を追

加し、観光と連携した道路網、公共交通

サービス施策を追加した。 

資料－１ 

P45 

施策 No.60 

施策 No.61 

 



－9－ 
 

 
主な議事 

（第３回合同作業部会資料該当頁） 
対 応 等 

本会議の 
該当資料 

○ マスタープランの中で低公害車や

電気自動車の普及を記載しているの

で、戦略メニューの中にも位置付け

ていった方がよいのではないか。（道

路作業部会長） 

○ 低公害車や電気自動車の普及促進を図る

ため、充電施設の整備促進について、総合

交通戦略の施策に追加した。 

資料－１ 

P45 

施策 No.79 

施策 No.80 

 

 

 

□ 評価指標・目標水準について 
主な議事 

（第３回合同作業部会資料該当頁） 
対 応 等 

本会議の 
該当資料 

○ P11 の施策 No.41 のバリアフリー化

の推進について、ガイドラインの改

訂により高低差５ｍの基準がなくな

ったので、P15 の指標は表記を工夫

した方がよい。（部会員） 

○ 交通マスタープランにおける主要駅のバ

リアフリー化の指標の表現について、「乗

降客数の多い駅等」に修正した。 

資料－１ 

P18 

○ P13 の評価指標では、バリアフリー

化を中期で扱っているが、P11 の施

策一覧表では短期、中期のどちらに

も位置付けられていない。どのよう

に整合を図るのか。（部会員） 

○ 「鉄道駅舎のバリアフリー化の推進」は

中期の後半と位置付けた。 

資料－１ 

P44 

施策 No.40 

 

○ 都市・地域総合交通戦略について、

ここに掲げる指標だけで見ていくの

か、どのように進捗管理していくの

かについて確認したい。（部会員） 

○ モニタリングは３段階に整理される。１

段階目は各施策の進捗状況であり毎年確

認する。２段階目は、戦略指標の達成度チ

ェックで５年毎に行う。３段階目の交通マ

スタープランの施策目標については、10 年

毎の交通マスタープランの改定ごとに検

証する。 

資料－１ 

P53 

○ 指標について目標値が掲げられて

いるが、それぞれの水準がどのよう

に変化していくのか。 

○ また、ＤＩＤ内の公共交通カバー圏

について、短期、中期でも現況と同

じく 92％となっているが、これは何

もやらなくても92％を維持できると

いうことか。（以上、部会員） 

○ 評価指標・目標水準の設定や考え方につ

いては、参考資料－２に示した。 

 

○ ＤＩＤ内の公共交通カバー圏について

は、前回のマスタープランの策定当時から

公共交通の維持確保が課題とされており、

最低限人口カバー率 92％を維持していく

という水準である。 

参考資料 

－２ 

P5～P39 



－10－ 
 

 
主な議事 

（第３回合同作業部会資料該当頁） 
対 応 等 

本会議の 
該当資料 

○  観光拠点から 30 分圏の評価指標

について、P13 内で箱根町内に施策

が何もないがそれでよいのか。戦略

目標１で位置付けられている幹線道

路網の整備が観光に効くのではない

か。このままの見せ方でよいか検討

してほしい。（部会員） 

○ 指摘の通り、箱根拠点への 30 分圏は道路

整備による効果が大きい。戦略目標と評価

指標は一対一ではなく、相互に関係するも

のであるため、戦略施策３－１として、「観

光と連携した道路網の形成」を追加した。 

資料－１ 

P45 

 

○ 目標値の設定について、水準の決め

方は色々あるが、評価の仕方を明確

にしておく必要がある。特に、二酸

化炭素排出量は、どのように計測す

るかによって、結果が異なってくる。

単体対策を考慮するのか、しないの

かといった前提については、明記す

る必要がある。（道路作業部会長） 

○ 各評価指標、目標水準、指標設定の考え

方については、参考資料－２に別途整理し

た。 

参考資料 

－２ 

P31～P39 

（以上） 



－11－ 
 

４．第４回合同作業部会議事と対応等 
第４回合同作業部会  平成２６年２月１３日 

 
■ 神奈川県西部都市圏総合交通戦略の方向性について 

□ 施策・事業について 

主な議事 
（第４回合同作業部会資料該当頁） 

対 応 等 
本会議の 
該当資料 

○ 「計画」「事業」と言う区分がなさ

れているが、例えば「計画」は事業

に伴う調査委託等を行うものとし、

「事業」は予算付け及び事業を行う

ことなど、定義を明確にした方が良

い。（部会員） 

○ 「計画」は「検討」に修正し、「事業」

との区別がわかるようにした。 

資料－１ 

P43～P45 

（凡例表示） 

○ No.11「秦野・中井インター・平塚

アクセス道路（仮称：湘南丘陵幹線）」

については、「かながわのみちづくり

計画」には位置づけられていないが、

市町にとって重要性が高いものとし

て、判断しているのであれば、No.9

「小田原環状道路」と同様な扱いで

あると認識している。想定される事

業主体については、「調整が必要

（△）」扱いにしていただきたい。（部

会員） 

○ 中井町にとっては重要な施策と認識し

ているが、都市圏全体としては、影響が

少ない施策であり、関係機関と調整した

結果を踏まえ、反映した。 

 

○戦略一覧の想定される事業主体につい

て、「△」という表現はなくし、「○」と

した。 

 

資料－１ 

P43～P45 

施策 No.10 

 

 

資料－１ 

P43～P45 

 
□ 評価指標・目標水準について 

主な議事 

（第４回合同作業部会資料該当頁） 
対 応 等 

本会議の 
該当資料 

○Ｐ４ の「拠点から１５分圏カバー面

積率」やＰ７の「箱根湯本駅まで３

０分圏カバー面積率」は、人口減少

による交通量の減少が主な要因とな

っており、道路整備の効果について

の記載がないため、道路整備の効果

もあるような表現にしていただきた

い。（部会員） 

○ 参考資料－２に道路整備の効果を追加

し、表現を修正した。 

参考資料－２ 

P8、P26 



－12－ 
 

 
主な議事 

（第４回合同作業部会資料該当頁） 
対 応 等 

本会議の 
該当資料 

○ 「拠点から 15 分圏カバー面積率」

については、道路整備によってカバ

ー圏が広がるというだけでなく、公

共交通利用が広がることによって

も、結果的にカバー率が広がるとい

うものと認識している。（部会員） 

○ 参考資料－２に、公共交通利用が広が

ることにより、カバー率が上がることを

記載した。 

参考資料－２ 

P7～P8 

○Ｐ５「ゆとりある道路幅員（歩道部

３ｍ以上）の道路整備率」の記載に

ついて、歩道と自転車道が別々に整

備されている箇所もあるため、その

ような場合、どう判断するのか難し

い。（公共交通作業部会長） 

○ Ｐ５の「ゆとりある道路幅員（歩道

部３ｍ以上）の道路整備率」は、「自

転車歩行者道」と言う表現もあり、

歩道と自転車道の関係を明確にしな

いと、評価時に混乱することになる

のではないか。（部会員） 

○ 意見を踏まえ、本指標設定のねらいと

しては、自転車走行空間の確保であり、

小田原市自転車ネットワーク計画と整

合を図りつつ、自転車道、自転車専用通

行帯、自転車専用道路、自転車歩行者専

用道路、自転車歩行者道の合計整備延長

とした指標設定に変更した。 

資料－１ 

P52 

○ 参考資料１で指標設定の理由は確

認できたが、指標の定義や算定条件

をより明確に設定しておくことが必

要。（道路作業部会長） 

○ 確かに定義づけを明確化すること

が必要である。例えば観光ピーク時

には「箱根湯本駅まで 30 分圏カバー

面積率」などは絶対に達成できない。

しかし、設定された指標は各市町や

外部からの評価にも活用されること

になるため、ある程度の幅を持った

指標にする必要もある。（公共交通作

業部会長） 

○ 同意見である。適正な評価を行える

ように、定義付けを行うべきである。

（道路作業部会長） 

○ 参考資料－２に、指標ごとに、指標の

ねらい、計測方法、現状と課題、目標サ

ービス水準、寄与すると想定される主な

プロジェクト、将来評価方針等を記載し

た。 

 

参考資料－２ 

P5～P39 



－13－ 
 

 
主な議事 

（第４回合同作業部会資料該当頁） 
対 応 等 

本会議の 
該当資料 

○ 指標については、誰にとってどのよ

うなメリットになるのかを明確にし

て欲しい。例えば、「箱根湯本駅まで

30 分圏カバー面積率」は、県西部都

市圏の地域住民が箱根に観光する際

にメリットになるのか、遠方からの

観光客にとってのメリットなのかわ

かりにくい。（部会員） 

○ 参考資料－２に指標設定におけるねら

い、計測方法、現況及び課題等など表記

し、目標サービス水準が明確になるよう

に示した。 

参考資料－２ 

P5～P39 

○ Ｐ８ 「主要駅のバリアフリー化」

については、乗降客数 3,000 人以上

が基準となっている。優先順位づけ

をするにはそういった基準が必要で

あるが、高齢化が進んでいることも

あり、全ての駅がバリアフリー化さ

れた方が良い。乗降客数が多い少な

いに関わらず、バリアフリー化の検

討を進めるべきではないか。 

○ 「検討」はできるが「事業ベース」

になると難しいところがある。駅へ

のエレベーター設置には、国からの

補助が必要であり、国の補助が受け

られないとすると事業化は難しい。 

○ バリアフリー化においては法律に

基づく補助制度がある。全駅のバリ

アフリーを戦略に位置付けてしまう

と、その補助を受けられない場合に

も事業を進めなければならなくな

る。各市町の問題にもなってくるた

め、慎重に協議していく必要がある。

（以上、部会員） 

○ 「主要駅のバリアフリー化」について

は、法律上の整備は完了していることを

考慮し、意見を踏まえ、都市・地域総合

交通戦略の指標からは除外した。 

○ 全ての駅のバリアフリー化の検討につ

いては、交通マスタープランにおける交

通結節点計画基本方針で定める「鉄道駅

等におけるバリアフリー化の促進」とし

て捉えることとする。 

 

資料－１ 

P52 

 

 

資料－１ 

P23 

 

（以上） 
 

 


